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第 1 章 研究の背景と目的 
 
 





































































































































提とし、このことに自覚的に調査の実施、分析を行った (Plummer 1983； 














































1.5 構成  
本論文は、全 7 章から成り、全体の流れおよび章の関係は、図 1-1
のようになっている。  





る。第 3 章は、 1970 年代の婦人教育から女性教育への大きな変換期以
降の社会教育研究における女性の学習研究の論点および関連する施策
の変遷を、変遷のフェーズに分けて考察し、本研究で取り扱う今日的
な事例の社会的・時代的位置づけを確認する。第 4 章・第 5 章・第 6
章は、3 つの分野の事例研究である。ジェンダーの視点から特に課題が












                                                   
１  世界経済フォーラムが各国内の男女格差を数値化してランクづけし、毎年
発表するジェンダーギャップ指数 (The Global Gender Gap Index: GGGI)
は、 2018 年は、調査対象 149 か国中 110 位、 G7 で最下位であった。この
数値化は、経済分野、教育分野、政治分野、保健分野のデータから算出さ
れる (World Economic Forum 2018)。  
２  本論文では、男女共同参画・女性のための総合的な施設を、特定の施設を
指す場合を除いて、「男女共同参画センター」という。文部科学省が実施
第 7 章  総括および今後の課題  
RQ①  ⇒  女性の学習およびエンパワーメントのプロセス、環境要因の検討  
RQ②  ⇒  女性の学習、エンパワーメントのコミュニティ形成への影響の検討  
RQ③  ⇒  公共機関 (行政、男女共同参画センター等 )の教育的役割、  
コミュニティ形成のあり方の検討  





第 2 章  先行研究の検討  
女性のエンパワーメント概念、女性の学習、経験としての学習、  
学習とコミュニティ形成  
第 3 章  女性の学習の転換と社会的・政策的動向  
図 1-1 本論文の構成  
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第 2 章 先行研究の検討 
 
 
















































2.2 女性のエンパワーメント概念に関する政策的背景と研究  







った (Cornwall 2016)。開発・援助プログラムのアプローチは、 1970
年代の WID (Women in Development)から、1980 年代には GAD (Gender and 
Development)へと移行し、女性を開発過程に統合するだけではなく、
貧困やジェンダー格差を解消するために女性たち自身がエンパワーメ
ントし、開発のあり方を決定していくことがめざされた (織田  1995; 
矢澤  2016)。  



















































2.2.2  女性のエンパワーメントの教育にかかわる政策概念  
社会教育の分野では、北京行動綱領採択の 2 年後の 1997 年 7 月に採
択された第 5 回ユネスコ国際成人教育会議における「成人学習に関す
るハンブルグ宣言」に、以下のような「女性の統合とエンパワーメン
ト」の項 (第 13 項 )が含まれている。  
 
Women’s integration and empowerment. Women have a right to equal 
opportunities; society、  in turn、  depends on their full 
contribution in all fields of work and aspects of life. Youth and 
adult learning policies should be responsive to local cultures and 
give priority to expanding educational opportunities for all women、
while respecting their diversity and eliminating prejudices and 
stereotypes that both limit their access to youth and adult 
education and restrict the benefits they derive from them. Any 
attempts to restrict women’s right to literacy、  education and 
training should be considered unacceptable. Practices and measures 
must be taken to remedy them. (5th International Conference on 




























ォーマルな方法で行われる学習が含まれる」 (第Ⅳ章  戦略的目標及び
行動  B 女性の教育と訓練 73)と示している５。 SDGs では、 17 の目標の
うち、目標 4 を教育 (すべての人々に包摂的かつ公平で質の高い教育を
提供し、生涯学習の機会を促進する )、目標 5 をジェンダー (ジェンダ
ーの平等を達成し、すべての女性と女児のエンパワーメントを図る )と
定めている ６。また、WEPs では、7 原則のうち第 4 原則を「教育と研修
















の要素の 1 つとして、エージェンシー (agency)が含まれること、また、
単に経済的な成功やスキルの向上といった直接的、表面的な要素だけ
でなく、エージェンシーや意思決定、規範等の環境要因を含め、多面
的に現状を捉える必要があるということである。    
エージェンシーは「意思決定する力、またそれらの意思決定を望ま
し い 行 動 や 成 果 に つ な げ る 力 」 (The International Bank for 







変化のプロセスを含む」 (Sida 2015： 8)ように、経済的エンパワーメ
ントも、結果と同様にその過程が大切であるとされる。    
Diana Wu(2013)は、 SDGs に基づいた民間セクター開発のための国際
機 関 DCED ８ の 内 部 組 織 で あ る 女 性 起 業 家 開 発 ワ ー キ ン グ グ ル ー プ





うな 4 つの領域に分けた枠組を提示している。これら 4 つの領域の内












例えば、 Anne Marie Golla らの先行する研究では、女性の経済的エン
パワーメントの相関する 2 つの要素として、「パワーとエージェンシー
（ Power and Agency）」と「経済性の向上（ Economic Advancement）」
を提示し、それらに影響を与える環境要因として、「資源（ Resources）」
と「規範、制度（ Norms and Institution）」の 2 つを挙げている (Golla 
et al. 2011)。このように要素と環境要因を区別した点では、 Wu らの












表 2-1 女性の経済的エンパワーメントの 4 つの領域  





立場（ Institutional、  
environment、  norms、  





響（ Social relations、  
accountability、  







出所：  Wu（ 2013）より作成（筆者訳）  
 
 
2.3  社会教育研究における女性の学習研究 ９  






 女性のエンパワーメントが重要な柱となった第 4 回世界女性会議で
③Soc ia l  
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Accountabi l i ty,
Networks ,
inf luence
②Inst i tut ional  
Environment,





図 2-1 女性の経済的エンパワーメントフレームワーク  




約 6,000 人が参加した １０ 。当時、1975 年の国際婦人以降の国際的な動
きは、国内で「女性問題学習」や女性学を学ぶ女性たち、あるいは女
























いう一つの学習モデル」 (金井  1999: 2)および当時の女性の教育や学
習に対し、主に 2 点の疑問を呈している。 1 点目は、「それまで『女性
問題学習』がジェンダー概念に先行して『性別役割分業の克服』や『女
性の自立』のテーマの中で追求してきた課題とほぼ重ね合わせてそれ






































主体を形成することを意味する」 (木村  2000: 36)としている。  
また、村田晶子（ 1988、2006）は、「女性問題学習」という表現を「主
体を表すことばとしての『女』『女性』が意味すること、すなわち女性






































の 4 点に分けられよう。第 1 に、高橋満が「学習する主体の社会・経
済的定在は意識化されることなく教室での学びをめぐり実践と理論構
築が重ねられてきた」 (高橋 2005: 11)と指摘するように、教室での学
習と活動実践を結びつける学びと理論には関心が払われなかったこと
である  (千葉  1996; 高橋  2005)。これについて村田は、「社会教育実
践を描き出すことにおいて女性問題学習の『外』なる社会的な諸関係
をとらえる眼差しを欠いているとは考えていない」 (村田  2006: 33)と
反論しながらも、「次への課題としたい」 (p.34)、「実践研究としては






















































































2.4  経験としての学習に関する研究  











 学習論は、 1990 年代後半以降、パラダイム転換の議論がなされてい
る（高橋 2015）。つまり、「標準的な学習パラダイム」(Standard Paradigm 
of Learning)である「獲得としての学習」 (Learning as Acquisition)
から、「新興の学習パラダイム」 (Emerging Paradigm of Learning)で
ある「参加としての学習」 (Learning as Participation)への移行であ
る (Hager 2004; Lee et al.2004)。同様に Anna Sfard (1998)は、前者
を「獲得メタファー」 (Acquisition Metaphor)、後者を「参加メタフ
ァー」 (Participation Metaphor)として整理し、メタファー論を展開














表 2-2 Sfard による学習をめぐる 2 つのメタファーの整理  
獲得メタファー   参加メタファー  
個人の力量形成  学習の目的  コ ミ ュ ニ テ ィ ・ ビ ル デ ィ
ング  
獲得  学習  参加  
受益者 (消費者 )、コンス
トラクター  
学習者  周辺参加、見習い  
提供者、ファシリテータ
ー、仲介者  










所 属 す る こ と 、 参 加 す る
こと、対話すること  
 出典： Sfard (1998: 7)、  筆者訳  
 















ものとされる (Billett 2001)。  
 この「参加としての学習」の学習論に大きな影響を与えているのは、
1991 年に提起されたレイブとウェンガー (1993)による状況的学習論






のナレッジ・マネジメント研究 (ウェンガーほか  2002)、そして 1990
年代後半以降のエンゲストロームによる「拡張的学習論」(エンゲスト
ローム  1999、  2008; 山住  2004)の展開である (Lee et al.2004)。ま
た、「参加としての学習」は、学習者と社会の相互作用や経験の再構成
を重視する点において、 John Dewey(1938)らの研究に大きな影響を受
け、 David Kolb(1984)が主張した経験学習論 (Experiential Learning 
Theory)とも同じ立場を志向するものといってよいだろう。近年では、
国内でも、特に企業経営等の分野において、職場での人材育成をめぐ
る経験を通した学習についての議論がなされている (松尾  2006；中原















































具体的経験   (Concrete Experience) 
省察的観察   (Reflective Observation) 
抽象的概念化  (Abstract Conceptualization) 









践家 (reflective practitioner)」の概念を提起した Schon(1983)もま
た、デューイに大きな影響を受け、様々な専門職の実践の認識論を展
開した。知的な実践とは知を道具的な決定に適用することと考える「技
術 的 合 理 性  (technical rationality)」 に 対 し て 、「 状 況 と の 対 話  
(conversation with situation) 」 に 基 づ く 「 行 為 の 中 の 省 察  
(reflection in action) 」 の 概 念 を 提 起 す る 。「 行 為 の 中 の 省 察
(reflection in action)というプロセス全体が、実践者が状況のもつ
不確実性や不安定さ、独自性、状況における価値観の葛藤に対する際
に用いる〈わざ〉(art)の中心部分を占めて」(Schon 1983: 50=2007: 51)
おり、実践者は実践の中で (reflection in practice)あるいは実践に






































2.4.3 参加としての学習  
 以上のような経験学習が、経験という行為を通した学習に着目した
のに対して、レイブとウェンガーは、1991 年に、状況的学習論 (Situated 
Learning Theory)あ る い は 正 統 的 周 辺 参 加 (Legitimate Peripheral 





の活動の根ざす状況に埋め込まれたもの (situated)」(田中  2004:174)
とされる。知識や技能の修得は、新参者が、他の成員との共同体の社




































くことを示した (ウェンガー他  2002)。経営組織における実践コミュニ
ティとは、領域、コミュニティ、実践の 3 要素から成る「あるテーマ
に関する関心や問題、熱意などを共有し、その分野の知識や技能を、













































































者の Edith Grotberg (1995)によると、「個人やグループ、あるいはコ
ミュニティが、逆境によるダメージを防ぎ、最少にし、乗り越えるた
めの普遍的な力」(Grotberg 1995: 3)として定義される。Grotberg は、
逆境を乗り越える過程でレジリエンスを促進する要因を「 I HAVE」 (支
えてくれる、味方してくれる人がいる等 )、「 I AM」  (自己肯定感、自
尊心を持てる、他者から尊重される、物事がうまくいくと思える等 )、
「 I CAN」  (恐怖や悩みについて他者と話せる、問題の解決策を見つけ




































し て い る ( 岡 原  1997) 。 Hockschild(1983) が 感 情 管 理 (emotion 
management)を労働者に強制する「感情労働」を問題として明確化した
ように、特に女性はケアやサービスを提供する感情労働者の役割を担




要性に注目する研究が散見されるようになっている (Heckman 2006; 
OECD 2015a、 2015b; 国立教育政策研究所 2017)。OECD(2015a、 2015b)



















2.5  学習とコミュニティ形成に関する研究  
2.5.1  再考される社会教育研究  
 前節でみた学習論のパラダイム転換は、日本の社会教育研究におけ
る学習論においても、全体的ではないとしても同様の傾向が見られる。






























































問題提起の焦点に影響を与えている (牧野  2012; 松田  2014; 日本社
会教育学会 60 周年記念出版部会編  2013; 佐藤編  2015; 手打・上田編
著 2017)。例えば、日本社会教育学会では、学会創設 60 周年を記念し



































教育に関する検討がなされてきた (稲葉 2011、2017；パットナム 2006)。




議論がなされるようになった (岩崎  2010)。文部科学省が委託事業とし
て実施した教育投資の社会的インパクト評価の試算の 1 つでは、教育
の社会的効果の一要素である社会関係資本に注目し、 30～ 40 歳代男女
の量的調査をもとに、教育が社会関係資本に影響を分析している (三菱








































































































エンパワーメントに影響する。この枠組を適用して、第 4 章・第 5 章・









                                                   
１  UNESCO Institute for Lifelong Learning 
http://uil.unesco.org/adult-education/confintea/5th-international
-conference-adult-education-hamburg-germany-1997-final 参照  





http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/doukou/mdgs.html   
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３  UN Women(United Nations Entity for Gender Equality and the 
Empowerment of Women、ジェンダー平等と女性のエンパワーメントのため
の国連機関 )は、国連改革の課題の一環として、より大きな効果をもたら
すために、ジェンダー関連の 4 機関 (ジェンダー問題事務総長特別顧問室
(OSAGI)、女性の地位向上部 (DAW)、国連婦人開発基金 (UNIFEM)、国際婦人
調査訓練研修所 (INSTRAW))の財源と権限を統合し、 2011 年に発足した。  







UN Women ホームページ「 WOMEN’ S EMPOWERMENT PRINCIPLES」  
http://www.weprinciples.org/Site/ 参照  
５  内閣府男女共同参画局「第 4 回世界女性会議行動綱領」  
http://www.gender.go.jp/international/int_standard/int_4th_kodo/i
ndex.html 参照  
６  UN WOMEN 日本事務所「女性と持続可能な開発目標 (SDGs) 
http://japan.unwomen.org/ja/news-and-events/in-focus/sdgs 参照  
７  内閣府男女共同参画局「女性のエンパワーメント原則 (WEPs)」
http://www.gender.go.jp/international/int_un_kaigi/int_weps/index
.html 参照  
８  DCED(The Donor Committee for Enterprise Development)は、開発途上国
等のプライベートセクター開発のために ILO などの国連関連機関等がか
かわって組織された機関である。  
９  本節は、飯島 (2018)に大幅な加筆修正を加えて執筆した。  









意識の啓発型学習が多い」 (池田  2004: 116)ことを指摘し、「学習者が自
らのジェンダー意識に気づき、問い直しをする」 (p.121)意識変容の学習
が必要だと述べている。  
１２  1971 年 12 月から 1972 年 3 月までに行われた国立市公民館の市民大学セ
ミナー「私にとっての婦人問題」の参加者と職員による記録については、
国立市公民館市民大学セミナー (1973)参照  





社会教育・生涯学習辞典編集委員会編 (2012)参照  






１６  例えば、佐藤一子編 (2015)では、地域教育運動や公害教育を地域学習の
歴史的水脈の 2 つの系譜として取り上げている (宮崎  2015; 安藤  2015)。





第 3 章 女性の学習の転換と社会的・政策的動向  
 
 




































として出された (宮原  1990)。文部省 (当時 )の指定研究社会学級の一環
として、 1955 年前後に静岡県および山梨県で婦人を対象にした共同学
習形態の学級が実施され、その後、新たな学習形態としての「婦人学






活設計 )」 (42.1％ )の割合が最も高く、次いで「こどもの教育 (家庭教
育 )」(19.5％ )であったが、1978 年には、「趣味」(22.2％、1965 年 8.5％ )
が最も高く、次いで「健康・安全 (健康管理・体育・リクリエーション )」
(18.6％、 1965 年 6.0％ )、「社会生活 (市民生活、郷土史・文化財、ボ
ランティア活動、婦人会活動 )」 (18.2％、 1965 年 13.7％ )」、「家庭生
活」は 13.6％となっており、比率としては、 1960 年代半ばから 1970
年代後半の 10 年余りの間に、家庭や子供に関する内容から、趣味や健
康へ内容が変化している。1965 年でも 10.2％と低い割合であった「生




女子教育問題研究会編  1981)。深井耀子 (1982)は、「婦人問題学習」を
「婦人解放の主体としての自己形成にとって必要な知識と実践的能力
を身につけるための教育学習活動」 (深井  1982: 27)定義した上で、こ
のような学習は、 1960 年代半ば以降に、安保反対運動や、家庭や保育
等にかかわる問題が家庭教育学級を通して自覚されたこと等を背景と








を置いている」(神田・木村・野口  1982: 12)と述べている。1977 年策
定の「国内行動計画」政策においても、「性別役割分業からの脱皮」「個
性と能力の伸長」「あらゆる領域への男女の共同参加」「機会と責任の










































れた国立婦人教育会館 (現独立行政法人国立女性教育会館 )では、 1980
年から、女性学の理論と実践をつなぐ機会の提供を目的として「女性
学講座」開始され、1995 年の事業終了までに延べ 4,466 人が参加した。
この時期には、全国の大学や社会教育施設においても、多くの女性学






























































































































になっている (例えば、広井 2009、奥野・栗田 2010、門脇 2010、神野・







画 (2010 年閣議決定 )では、「持続可能な社会を築くには、地域における
男女共同参画が不可欠」とされ、固定的性別役割分担意識の解消をさ
らに進めるとともに、「課題解決型実践活動」への移行の必要性が示さ
れている (第 14 分野  地域、防災・環境その他の分野における男女共同
参画の推進 )。第 3 次男女共同参画基本計画は、男女共同参画社会基本












女共同参画施策や女性の学習に影響を与えている。2015 年 12 月に閣議
決定された「第 4 次男女共同参画基本計画」では、「男性中心型労働慣
行」の変革と女性の活躍推進が、改めて強調されている。 2015 年 8 月
には「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律 (女性活躍推進
法）」が成立し、数値目標を含めた行動計画の策定・公表が事業主に義










同参画施策とはめざす目標が異なることには留意が必要である (飯島  
2017)。先行研究においても、女性活躍に関する施策については、「女
性の力を日本の経済活動にどう活用するかという視点で作られ、政策
へのジェンダー主流化ではなく、さらに人権の視点も弱い」 (橋本  
2016： 53-54)といった成長戦略の手段として取り組まれることに対す
る批判がある。一方で、女性活躍推進法におけるポジティブ・アクシ


























































                                                   
１  神田・木村・野口 (1982: 20)の表 5(文部省社会教育局「婦人学級の現状」) 参




1975 年以前は 9 施設、国連婦人の 10 年の 1976～ 1985 年は 30 施設、 1986～
1995 年は 83 施設、 1996～ 2005 年は 172 施設、 2006 年以降は 45 施設となっ




ある施設は 23、「首長部局」が所管である施設は 303 である (「その他」 11。
無回答あり。 2018 年 12 月 24 日検索 )。  
４  国立女性教育会館 (2012)による 2011 年の調査によると、指定管理者制度
を導入している施設は、 357 施設のうち 93 施設 (26.1％ )であった。都道
府県および政令市では半数以上が導入している。  










強固な人間関係・絆が形成され、地域づくりは発展する」(山本  2013: 18)
と述べている。学習した女性たちが結成した NPO 法人等と男女共同参画セ
ンターとの関係においても同様の循環があるといえよう。  





して～ (答申 )』平成 20 年 2 月 19 日 )。  
７  ただし、常時雇用する労働者が 300 人以下の民間企業等は努力義務。  
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第 4 章 事例研究 1: 女性の起業とコミュニティ形成  
 
 




































することの今日的役割・意義を明らかにする １。  
 
4.2  女性の起業と支援の現状  




は、開発途上国だけの問題ではない。OECD 加盟国や EU 諸国においても、
男性に比べ女性の起業家数は顕著に少なく、規模も小さいことから、
女 性 支 援 の 政 策 や ト レ ー ニ ン グ の 必 要 性 が 指 摘 さ れ て い る











女性に限らず行われている (例えば、馬場ほか  2013; 高橋他  2013)。























































































の割合が高い (中小企業庁  2014)４。また、起業家の性別構成をみると、















4.2.3  男女共同参画センターにおける女性の起業支援  
国立女性教育会館の「女性関連施設データベース」６を用いて、2014
年度の全国の男女共同参画センターにおける実施事業を「起業」で検
索 す る と 、 132 件 (事 業 数 )が ヒ ッ ト す る (同 年 度 の 登 録 事 業 数 は
64 
 
2,601)(2016 年 3 月 14 日確認）。本データベース掲載開始年の 1998 年
度には、2 つのセンターにて実施されており（福岡市男女共同参画推進
センター：「起業支援セミナー (実践編 )」全 6 回、熊本市男女共同参画
センター：「女性の起業セミナー」） (ヒット数 3）、 3 年後の 2001 年度
には 12 のセンター (ヒット数 16)が実施している。  
起業支援の内容は、支援を受ける側の起業に対する意識や経験によ
って異なり多様であるため、中小企業庁 (2014)では、「起業までの 4 つ
のステージ」を次のように分類している (中小企業庁  2014: 191)。  
 








































































ーム型支援」で受けることができるのが特徴的である ７。  
 












数 (定員 4 名 )でのワードやエクセルの入門講座は、複数回実施してい






「女性起業芽でる塾  入門編」 (7/5) 
「女性起業芽でる塾  実践編」 (7/18,19) 
「女性起業芽でる塾  ネットショップ開店準備講座 (10/31,11/1)(全 2
日 1 日 4 時間 ) 
「女性起業芽でる塾 IT 活用講座」 (1/15,20,22,27,29)(全 5 回 1 日 3
時間 ) 









も生まれている。事業開始以来、40 名 (2016 年 2 月現在 )が起業してい
る。  
「女性起業芽でる塾 in 盛岡  入門編」および「女性起業芽でる塾 in
盛岡  実践編」は以下のようなプログラムが行われている。  
 
表 4-1  もりおか女性センター起業講座のプログラム  
事業名  女性起業芽でる塾 in 盛岡  入門編  
日  時  2015 年 7 月 5 日 (日 )13:00－ 16:00 
内  容  起業に興味がある女性、いつか起業してみたいと思っている女性の
ための起業講座です。  
一歩踏み出したいあなたを応援します！  
〔講演〕「お客様の思いをカタチに」    




 講師： NPO 法人参画プランニング・いわて理事長  平賀圭子氏  
対  象  起業に関心のある女性  定員 20 名  






事業名  女性起業芽でる塾 in 盛岡  実践編  
日  時  2014 年 18 日 (土 )、 19 日 (日 ) 13:00－ 16:00 
内  容  起業の基礎知識を知り、具体的な一歩を踏み出す事業計画を作成す
る講座です。一歩踏み出したいあなたを応援します！  
〔１日目〕起業に関する基礎知識と心構え  






定  員  15 名  
託  児  定員 5 名。子ども 1 人につき 1 回 800 円  
 
 
4.4  宮古市でハーブ園を起業した A さんの事例 ９  
4.4.1  A さんのキャリア形成  
A さんのプロフィール １０  






































っていう感じだった」といった苦労があった。 29 歳 (1987 年）、 31 歳
(1989 年 )、 33 歳 (1991 年 )の時に生まれた 3 人 (長女・長男・次女 )の
子育ては、義母の畑仕事を手伝いながら、ほとんど A さん 1 人で担っ
ていた。  
 
転機①  農業改良普及センターでの学びとグループ活動の開始  












つくることができた。講座の修了生 15 名で、1995 年に「キャロットの

















も視察に行き、知識を深めることができた。   
 
農地の一部を使用してハーブを栽培、小規模の販売や体験の場の提供
を始める〔子育て期、ハーブ  栽培開始〕    
学んだことを実際にやってみながらハーブづくりをさらに勉強した















とで、A さん自身も満足していた。小中学校では、  ハーブ石けんやド
ライフラワーのリースづくりの体験学習の指導をする等の活動も行っ
た。   
ある時、このハーブティーを地元のタクシー会社社長である D さん













ハーブティーの売り上げを伸ばそうとは思っていなかった。   
 

























死、起業〕   
 2011 年 3 月の東日本大震災は、 A さんの生活を大きく変えた。沿岸
から 4km 離れた自宅と義母は無事だったが、漁協に勤める夫は、地震
の後に停電したサケの稚魚のふ化場を見に行って津波に合い亡くなっ
た。 A さんと子ども 3 人は、長男の大学の卒業式に出席するために都



























能性があることを指摘してもらった。    
これらの助言に勇気づけられ、受講した翌年 1 月には開業届を申請
し、「潮風のハーブ」を商標登録した。県の助成金 (平成 25 年度さんり
く未来産業起業促進事業 )でビニールハウスや乾燥台を購入し、農地の
ほとんどを使ってハーブ栽培を始めた。畑仕事やハーブの洗浄、乾燥、
袋詰め等の商品化の作業は、 A さんがほぼ 1 人で行うが、繁忙期には
友人や同居する娘 2 人 (保育士、看護師 )が手伝っている。  
 
転機③  起業後初めての冬の気持ちの落ち込みと回復〔起業後の挫折期





















れ、気分も良くなっていった。   
 
人のつながりや県の支援による販路の広がり〔起業の成長期〕    






















や試飲会等の活動を行いながら、着実に販路を広げている。   
 
































ることから、今後はこの  NPO 法人と連携して、引き続き障がいのある
子どもを受け入れるとともに、ハーブの収穫や加工に障がい者を雇用































である。    
以下では、これらの 3 つの転機に沿って、エンパワーメントの要素
やこれらに影響を与えている環境要因を少し詳しく見ていく。    
A さんは、農家に嫁ぎ家父長的な規範のなかで子育てと家事に専念
していたが、末子が幼稚園に入園し、日中に子どもが家にいない時間
ができた  転機①  の時期に、家から外に出て自分と同じ子育て世代の
非農家出身の女性とつながることができた。仲間との学習で得たもの
は、ハーブの知識だけではなかったはずである。グループを結成した












































地域で広げていく方向性について示唆している。    
背中を押された A さんは、ハーブの栽培・加工・販売によって農地
を守っていくために、その後すぐに起業届を申請し、助成金を活用し







囲の否定的な態度として A さんに影響を与えた。    
このような周囲との関係性はエンパワーメントのマイナスの環境要
因になったが、同じ時期に A さんを支えたのも、義母や子ども、仲間










































4.4.3  A さんの学習、エンパワーメントとコミュニティ形成  
前項までに示した A さんの起業にかかわるエンパワーメントのプロ
セスを、 3 つの転機に沿って整理し、簡素化して示すと表 4-2 のよう
になる。縦軸には、第 2 章の図 2-3 に示した環境要因、社会関係資本、
非認知的要素に加え、「個人への効果 (アウトカム )」「地域への効果 (ア
ウトカム )」を設定した。    





表 4-2 のように 1 人のライフコースをたどってプロセスをみることで、
個人の主体性や関係性等の時点による変化や、同様の環境要因の時点





















環 境 要 因  
























社会的背景   農 村 に お け る男 女 共
同 参 画 推 進 (家族 経
営 協 定 等 ) 
東 日 本 大 震 災  
復 興 支 援  
女 性 対 象 の 復興 支 援  
復 興 支 援  
女 性 対 象 の 復興 支 援  
 
個人的背景  農 家 の 嫁  
家 事・育 児 専
念  
農 家 の 嫁 の 現状 や ジ
ェ ン ダ ー の 問題 を 学
ぶ (末 子 幼 稚 園入 園 ） 
訪 問 ヘ ル パ ーと し て
働 く (末 子 中 学生 ～ ) 
夫 の 死  
農 地 売 却 の 誘い  
ト ウ モ ロ コ シの ダ メ
ー ジ  
精 神 的 な 不 安→ 回 復  
規範・制度  農 家 の 嫁 と
し て の 立 場 ・
役 割  
伝 統 的・封 建
的 風 習  
農 地 を 少 し 使っ て ハ
ー ブ 栽 培 を した い と
義 母 に 相 談 →夫 の 反
対 → 夫 と 義 母を 説 得  
夫 に 代 わ り 家・ 農 地
を 守 る  
 
伝 統 的 な 地 域の 慣
習・意 識 (夫 不 在 での
新 た な 行 動 への 批 判
的 態 度 ) 
物理的・  
経済的資源  
 農 地 で の ハ ーブ 栽 培  
(5 ア ー ル ) 
ハ ー ブ 栽 培 ・加 工 の
技 術  
農 地 で の ハ ーブ 栽
培・加工 (50 ア ール ) 
ビ ニ ー ル ハ ウス ・ 乾
燥 台 (県 の 助 成 ) 
県 (情 報 提 供 、賞 授
与 、 商 品 の 活用 ・ 販
路 拡 大 支 援 、商 品 開





 農 業 改 良 普 及セ ン タ
ー (参 加 誘 い 、講 座 ) 
「 キ ャ ロ ッ トの 会 」
結 成 ・ 活 動  
県 農 政 課 (研 修 、補 助
金 ) 
D さ ん (商 品 化勧 め
る ) 
 
農 業 改 良 普 及セ ン タ
ー (つ な ぐ ) 
さ ん り く 未 来推 進 セ
ン タ ー の 職 員・ 講 座
参 加 者  
も り お か 女 性セ ン タ
ー の 職 員 ・ 講座 参 加
者  
 
家 族 や 起 業 仲間 等 の
支 え  
起 業 仲 間 (見 守る ) 
も り お か 女 性セ ン タ
ー (見 守 る ) 
販 路 拡 大 に 向け た つ
な が り (県 職 員、ホテ
ル シ ェ フ 等 ) 
感情・信念・ 
ｱｲﾃﾞﾝﾃｨﾃｨ 
代 々 守 ら れ
て き た 農 地 を
守 っ て い く  
ハ ー ブ 栽 培 を勉 強 し
た い  
「 私 は 家 の 奴隷 じ ゃ
な い 」  
ハ ー ブ テ ィ ーを 喜 ん
で も ら う う れし さ  
農 地 を 守 り たい  起 業 は 失 敗 だっ た
(不 安 ・ 後 悔 ) →  一
人 で は な い 、仲 間 が
い る  →  他 の人 の 被
災 の 苦 し み もわ か っ








 ハ ー ブ 栽 培 ・加 工 技
術 の 取 得  
「 潮 風 の ハ ーブ テ ィ
ー 」 商 品 化  
道 の 駅 で の 商品 販 売  
起 業 ノ ウ ハ ウの 獲 得  
起 業  
起 業 に か か わる 人 ・
機 関 の つ な がり  
ハ ー ブ の 商 品化 ・ 販
売  
社 会 性 の 志 向  
農 地 の 有 効 活用  
ハ ー ブ 販 売 によ る 収
入  
様 々 な 人 ・ 機関 と の
つ な が り  
子 ど も 世 代 への 土 地
の 引 き 継 ぎ (将来 ) 
イ ン ク ル ー シブ な 社




 身 近 な 人 へ のハ ー ブ
提 供  
小 中 学 校 で の体 験 学
習 の 提 供  
宮 古 駅 で 観 光客 に ハ
ー ブ テ ィ ー を提 供  
 
 障 が い 者 、 被災 女 性、
シ ン グ ル マ ザー 等 の
交 流 の 場 づ くり  
市 の 特 産 物 とし て の
販 売 ・ 地 域 の活 性 化  



























































員 (農業改良普及センター、県 (農政部、商工労働観光部等 )、さんりく
未来推進センター、もりおか女性センター等 )、ハーブティーをそれぞ
れの活動に活かしたり協働しようとする地域の人たち (タクシー会社













押しをする役割が示されている (坪井 2013; 藤井 2011)が、特に現在は、
6 次産業化の推進や女性起業の支援、復興支援等、支援が充実してき



















































































                                                   




２  例えば、 2012 年の日本の開業率 4.6％に対して、フランスは 15.3％、イ
ギリス 11.4％である（ 3－ 2－ 7 図参照）。  
３  1992 年の「農山漁村の女性に関する中・長期ビジョン懇談会報告」で「農
村女性起業」ということばが初めて使われている（齋藤 2010）。  
４  中小企業庁 (2014) 第 3-2-5 図参照。  






                                                                                                                                                          
７  山口県、広島県の女性の起業支援の内容は、インタビューを実施した 2015
年度現在のものである。  
８  もりおか女性センターの調査は、起業支援事業についての職員へのインタ
ビューを 2015 年 10 月に、「女性起業芽でる塾実践編」（盛岡市）の聴講を
2016 年 7 月に行った。なお、もりおか女性センターの調査および A さん
への第 1 回目のインタビューは、国立女性教育会館が実施する調査研究の
一環として行った。  
９  A さんへのインタビューは、もりおか女性センターに起業講座修了生を紹
介してもらい、第 1 回目を 2016 年 8 月、第 2 回目を 2017 年 3 月に、A さ
んの自宅の敷地内にある作業場にて行った。  
１０  参考資料： 岩手県農業改良普及会「かがやく女性たち――ハーブで豊
かな生活を楽しむ」『農業普及』 2004 年 10 月号 VOL666、家の光協会「潮
風の中で育てる癒しのハーブ」『家の光』東日本版 2016 年 2 月  




第 5 章 事例研究 2: 漁村女性の活動とコミュニティ形成  
 
 
5.1 問題の所在  
人口減少や高齢化の傾向が著しい農村漁村の活性化は地方創生の要






















5.2 漁業分野における女性活躍推進および男女共同参画推進の施策  
本節では、女性活躍推進と男女共同参画の 2 つの施策の内容につい
て、漁業分野を中心に見ていき、漁村女性支援の政策的な位置づけを














性農業経営者の支援・ネットワークづくり等の推進 )。  
女性活躍推進にかかわる施策は、以降、政権が交代した後も、国の
成長戦略の中核に位置づけられている (飯島 2017a)。2014 年 10 月には、
内閣にすべての国務大臣を本部員とする「すべての女性が輝く社会づ
くり本部」が設置され ２、「すべての女性が輝く政策パッケージ」が取
りまとめられた。当本部において 2015 年から年 1 回策定されている「女




強化等 )であったが、 2016 年には農林水産分野に共通する取組 (女性リ
ーダー育成、職場環境の整備等 )と農業分野の取組 (農業法人等の取組






































































分野の特性を踏まえつつ、政府の第 4 次男女共同参画基本計画 (平成 27






















年 4 月 1 日現在、全国 670 組織に部員 35,960 人が加入して活動してい
る (全国漁協女性部連絡協議会 2017)５。なお、女性部の組織数の最多




































組合員になっている (中道 2008a; 副島 2008)。漁協女性部は、漁協の
組合員でなくても加入できるため、ほとんどの女性は、漁協女性部の
みに所属して活動を行っている。「平成 27年度  水産業協同組合統計表」
(都道府県知事認可の漁業協同組合の職員に関する一斉調査 )によると、
2015 年の正組合員数 (144,305 人 )に占める女性組合員 (8,071 人 )の割
合は、5.6%となっている (調査組合数 948)。また、表 5-1 に示すように、
漁 協 の 役 員 数 も 極 め て 少 な く 、 役 員 全 体 に 占 め る 女 性 の 割 合 は 、
0.52%(9,537 人のうち 50 人 )９、女性役員がいる組合数は、調査組合数
948 のうち 42 (4.43%)となっている。都道府県別にみると、調査組合
数が 1 以上の都道府県 40１０ のうち、約半数の 19 都道県はすべての組
合に女性役員がおらず、女性役員がいる 21 県も、組合数としては多く
て 5、女性役員の割合は、 1%前後に留まっている。   
以上のような漁村女性や漁協女性部の状況を踏まえ、全国漁協女性







































表 5-1 2015 年度  漁業協同組合役員数  
 
出典：水産庁「平成 27 年度水産業協同組合統計表」より作成   
注  1：女性役員のいる都道府県のみ記載    
   2 「 -」は 0 人（該当者なし）または不明を示す   
 





























全国計 423 5 6,633 20 15 - 2,466 25 9,537 50 0.52 948 42
岩手 11 - 204 - - - 75 2 290 2 0.69 24 1
福島 5 - 52 - - - 12 1 69 1 1.45 5 1
茨城 3 - 115 1 - - 33 - 151 1 0.66 14 1
千葉 14 - 223 1 - - 78 - 315 1 0.32 31 1
神奈川 4 - 153 2 - - 55 1 212 3 1.42 24 3
富山 1 - 94 1 - - 29 - 124 1 0.81 10 1
福井 5 - 119 1 - - 39 2 163 3 1.84 13 2
三重 13 - 119 - - - 43 1 175 1 0.57 18 1
滋賀 1 - 147 - - - 55 2 203 2 0.99 26 2
和歌山 12 - 156 1 1 - 57 - 226 1 0.44 22 1
広島 15 - 358 2 - - 147 5 520 7 1.35 58 4
山口 7 - 101 1 1 - 37 1 146 2 1.37 15 2
徳島 5 - 198 2 - - 80 2 283 4 1.41 33 2
香川 5 1 258 - - - 92 - 355 1 0.28 36 1
愛媛 48 - 367 3 - - 138 1 553 4 0.72 53 3
高知 9 1 148 1 - - 53 2 210 4 1.90 21 4
長崎 55 3 477 1 2 - 184 1 718 5 0.70 68 5
熊本 8 - 278 - - - 100 1 386 1 0.26 37 1
宮崎 10 - 126 3 - - 56 - 192 3 1.56 20 3
鹿児島 7 - 296 - - - 111 2 414 2 0.48 47 2
沖縄 20 - 224 - - - 96 1 340 1 0.29 35 1















めの活動を行っている。加入団体は以下の 10 団体である。  
 
山口県農山漁村女性連携会議  構成団体  



















同県では、「山口県男女共同参画推進条例」 (2000 年 10 月施行 )に基



















いる。現在は、1995 策定の中長期ビジョン、2006 年策定の第 2 次に続













めている（ 2020 年目標文書締結数：農家 500 件、漁家 80 件。2015 年 3
月 31 日現在、農家 330 件、漁家 54 件）。他に、地域の活動を中心的に
行う女性リーダーとして知事が認定する「農家生活改善士」および「漁
村生活改善士」の認定者数について、農家の認定者数 168 人、漁村の
認定者数 28 人を 2020 年の目標値としている (2015 年度農家 143 人、漁
村 26 人）。「農業協同組合総代に占める女性割合」「農業委員に占める
女性割合」とともに「漁業協同組合女性役員数」の目標値も設定され
ている。この役員数の設定値は 2 人となっており、表 5-1 を参照する













ルマーク (愛称「やまみちゃん」 )を貼付して販売する。 2004 年度に初
めて 37 商品を認定して以来、毎年ブランド認定審査会を開催し、2017



















5.5 女性たちで会社を設立した漁家 B さんの事例１２  
5.5.1  B さんのキャリア形成  
B さんのプロフィール  















































































































































雇用した地区の農家の女性 15 名が働いている。  
 














































































































































































                                                   
１  本章は、飯島 (2018b)に大幅な加筆修正を加えて執筆した。  
２  すべての女性が輝く社会づくり本部「『すべての女性が輝く社会づくり本
部』  について」首相官邸ホームページ  
http://www.kantei.go.jp/jp/headline/brilliant_women/pdf/20141010p
ackage.pdf 




                                                                                                                                                          
４  全国漁協女性部連絡協議会ホームページ  
http://www.zengyoren.or.jp/zengyofuren/index.html  
５  都道県段階漁協女性部 (都道県漁協女性連 )は 36 組織 (内陸 8 県、京都府、 






７  農林水産省「 2013 年漁業センサス」報告書「用語等の解説」参照  
８  農林水産省「 2013 年漁業センサス」によると、漁業就業者 180,985 人の
うち、女性は 23,868 人 (13.2%)、男性は 157,117 人 (86.8%)であった。な
お、陸上作業者は、漁業就業者とは別の区分けで「海面漁業の陸上作業最
盛期の陸上作業従事者数」として把握されており、同年に女性は 97,268
人 (38.4%)、男性は 155,993 人 (61.6%)であった。  
９  なお、経年変化をみると、微増の傾向にある (女性役員数  1980 年度 10 名  
→1990 年度 22 人→2000 年 43 人→2010 年度 38 人→2013 年度 44 人 )。  
１０  滋賀県以外の内陸県７県が対象外。  
１１  山口県農林水産部の職員へのインタビューは、 2016 年 2 月および 2016
年 10 月に行った。なお、山口県農林水産部の調査および B さんへの 1 回
目のインタビューは、国立女性教育会館が実施する調査研究の一環として
行った。  
１２  B さんへのインタビューは、 2016 年 10 月および 2017 年 3 月に行った。 
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6.2 若年無業女性の現状・課題をめぐる議論  
 近年の若年無業問題は、 2000 年に入って政策課題として挙げられる
ようになった。例えば、労働省「平成 12 年版労働経済の分析」 (2000
年版 )においては、学卒無業者の急増と「いわゆるフリーター」の増加
の問題を指摘している。内閣府『平成 15 年版国民生活白書』 (2003 年
版 )では、デフレ下で厳しさを増している若年の就業環境について分析
し て い る 。 英 国 の 労 働 政 策 に お け る 1999 年 の 報 告 書 で 使 わ れ た
「 NEET(ニート )」ということばは、日本では玄田有史らによって 2000
年半ばから、若者の現状と問題についての議論に用いられるようにな




に述べたように 2005 年からは若者自立塾創出推進事業が実施された。 
若年無業者問題へのジェンダーの視点からの問題提起は、協会によ
る焦点化と調査および事業実施に依るところが大きい。協会は、事業
開始の前年の 2008 年に、「 15 歳以上 35 歳未満の学校や職場に属してい
ない女性」を対象としたアンケート調査を行い、報告書をまとめてい
る ((財 )横浜市男女共同参画推進協会編  2009)。また、講座を開始して
5 年目の 2013 年度には、講座や就労体験の修了生に対する追跡調査を









題を取り上げるようになった (独立行政法人労働政策研究・研修機構  




の思いをもち」 (ひきこもり UX 会議 2017: 64)、 2014 年に発足、 2017
年に法人化した「ひきこもり UX 会議」の女性メンバーたちで、 2016
年に当事者の交流会である「ひきこもり UX 女子会」を開催した。その
後、助成金を受けて交流会を全国で実施したり、交流会参加者等を対

























題性」 (村田  2001: 136)という観点から、「女性センターは教育にかか

































 支援の実践は、大きく分けると、11 回の連続講座①「ガールズ編  し
ごと準備講座」と、2 つの体験活動②社会参加体験ボランティアおよび
③めぐカフェ就労体験の 3 つから成っている。以下、概要を示す。  
 











平成 28 年秋期のプログラムは次のとおり (春と秋の年 2 回実施 )。  
対象：15 歳～ 39 歳の独身女性 20 名 (全日程に参加できる人。シングル
マザーおよび大学・短大等に通学中の人は対象外 )  
参加費：無料。ただし調理実習の材料費として実費負担 300 円  
 
表 6-1 横浜市女性協会 2016 年秋期「ガールズ  しごと準備講座」プログラム  
(全 11 日  10:15～ 12:15) 
 日  程  内           容  
1 10/26(水 ) オリエンテーション、安全・安心な場をつくるためのルール、
自分の好きなこと・得意なこと  
2  10/28(金 ) リラックス・ヨガ〔実技〕、婦人科系の課題  
3 10/31(月 ) 呼吸と声力〔実技〕  
4 11/2(水 ) 先行く先輩の体験談、自分を大切にすること  
5 11/4(金 ) アサーティブネス  
6  11/7(月 ) 適職チェック・しごとの探し方  
7 11/9(水 ) 履歴書のつくり方、若者サポートステーションの案内  
8 11/11(金 ) 働くときに最低限知っておきたい法律・制度・相談先  
9 11/15(火 ) こころに効く食事と栄養〔調理実習〕 (終了 13:00) 
10 11/17(木 ) 先輩体験談、計画表 (修了シート )記入、社会参加体験・就労
体験等の案内  














べ 200 名以上がボランティアに参加している。  




































6.4  講座修了後に自助グループを立ち上げた C さんの事例７  
6.4.1  C さんのキャリア形成  
C さんのプロフィール  
 人間関係や時間管理をうまく維持することができずに生きづらさを










 就労体験まで修了した後、めぐカフェで週 2、3 回のアルバイトを始
め、その後はグループホームの世話人の仕事を経て、現在は、就労継
続支援 B 型事業所であり全国の福祉事業所の商品を販売するコーヒー















ムに入居し、精神科デイケア (2 年間の期限 )に通い始めた。  







































































女性の参加もあり、最近は毎回、 5、 6 名が集まっている。  
  
講座と就労体験の修了後  


















































ス要因でいうところの「 I AM」「 I CAN」「 I HAVE」すべてがあてはまる。  
 現在、 C さんは、男女共同参画センター横浜南のスタッフ以外にも、










































































































































































































                                                   
１  ただし、若者自立塾は 2009 年に行われた事業仕分け (行政刷新会議 )を受
けて廃止された。  
２  公益財団法人横浜市男女共同参画推進協会の担当職員へのインタビュー
は、2013 年 11 月 (第１回目 )、2016 年 11 月 (第 2 回目 )、2017 年 4 月 (第 3
回目 )の計 3 回行った。第 3 回目は連携先であるよこはま若者サポートス
テーションの職員へのインタビューも行った。第 1 回および第 2 回のイン
タビューは、国立女性教育会館の調査研究の一環として実施した。  
３  本章は、飯島 (2017c)を大幅に加筆修正して執筆した。  
４  例えば、玄田・曲沼 (2004); 小杉 (2004); 玄田 (2007) 
５  「ガールズ編しごと準備講座」第 1～ 8 期修了生 (平成 21～ 24 年度までの
受講者 )157 名およびこれに含まれない「めぐカフェ」修了体験修了者 6
名の計 163 名を対象とした。回答率 39.7％。調査結果の詳細は (公財 )横
浜市男女共同参画推進協会編 (2014)参照  
６  例えば、神奈川新聞「あすに向かって  自立支援の『ガールズ講座』1～ 6」
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2013 年 1 月 1・ 3～ 7 日、神奈川新聞「論説特報  社会参加体験事業本格実
施 1 年」 2016 年 5 月 17 日参照  
７  C さんのインタビューは、自助グループを立ち上げたガールズ講座修了生
として、男女共同参画センター横浜南から紹介を受けて行った。インタビ




承諾した回答者に対して実施した。グループインタビューは、 2018 年 2
月 23 日 4 名、 24 日 4 名、および 3 月７日 5 名、約 2 時間ずつ行い、筆
者は書記として同席した。グループインタビューを含む協会の調査につ




を打開する一つの可能性を示唆できるのでないかと思われる」 (松田  
2014: 38)と述べている。  
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第 7 章 総括および今後の課題 
 
 
7.1  本研究の総括  
























































1-1 に示したような 3 つの小課題に分けて検討した。次項からは、小課
題ごとに簡単なまとめを示す。  
 
7.1.2  女性の学習とエンパワーメントのプロセス  





 第 5 章では、漁村において、民間企業の第一線で職業キャリアを積
んだ女性 (B さん )が、定年後に地域活動でもその力量を発揮して、女性
たちで株式会社を設立し、地域で獲れた魚を中心とした料理を提供す
るレストランを経営する事例を示した。  
 第 6 章では、子供の頃から人間関係や時間管理をうまく維持するこ





































































































7.2  本研究の意義  
 本研究の意義は、第 1 章でも触れたように、女性の学習研究の領域
としての社会教育研究への貢献、および学際的なジェンダー研究への
貢献にある。これらの貢献について、具体的に以下 4 点を挙げる。  













































7.3  残された課題  



















本論文のもととなった事例の調査にあたっては、第 4 章は、 A さん、
およびもりおか女性センターの職員の方々、第 5 章は、B さん、および
山口県農林水産部農林水産政策課農山漁村・女性対策推進室、山口県
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